
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 令和８年３月25日

【中間会計期間】 第71期中（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

【会社名】 株式会社武井工業所

【英訳名】 TAKEI CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　武井　厚

【本店の所在の場所】 茨城県石岡市若松一丁目３番26号

【電話番号】 ０２９９（２４）５２００

【事務連絡者氏名】 執行役員管理部長　　伊藤　健一

【最寄りの連絡場所】 茨城県石岡市若松一丁目３番26号

【電話番号】 ０２９９（２４）５２００

【事務連絡者氏名】 執行役員管理部長　　伊藤　健一

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

株式会社武井工業所(E01215)

半期報告書

 1/37



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自令和５年
　７月１日
至令和５年
　12月31日

自令和６年
　７月１日
至令和６年
　12月31日

自令和７年
　７月１日
至令和７年
　12月31日

自令和５年
　７月１日
至令和６年
　６月30日

自令和６年
　７月１日
至令和７年
　６月30日

売上高 (千円) 2,664,537 2,804,964 3,254,613 5,335,121 5,699,690

経常利益 (千円) 171,130 193,732 187,947 325,589 337,180

中間(当期)純利益 (千円) 108,429 119,164 100,640 215,674 228,415

持分法を適用した場合の投資

利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 3,542,000 3,542,000 3,542,000 3,542,000 3,542,000

純資産額 (千円) 2,364,891 2,579,069 2,781,010 2,471,619 2,688,351

総資産額 (千円) 5,503,610 5,615,940 6,041,643 5,175,866 5,673,658

１株当たり純資産額 (円) 668.94 729.53 786.65 699.13 760.44

１株当たり中間(当期)純利益

金額
(円) 30.67 33.70 28.46 61.00 64.61

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額
(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 42.97 45.92 46.03 47.75 47.38

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) △112,767 125,260 △26,318 298,259 530,816

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) △106,230 △122,562 △91,397 △281,644 △206,499

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) 352,056 239 13,017 46,168 △103,041

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
(千円) 346,112 278,775 392,413 275,837 497,112

従業員数 (人) 202 201 200 203 205

　（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

　　　　　　ついては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。

 

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年12月31日現在）

 

事業部門の名称 従業員数（人）

栃木工場 22

明野工場 38

小川工場 33

岩瀬工場 35

石岡本社 55

鹿行営業課 4

西関東営業部 13

合計 200

 

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．当社は単一セグメントのため、事業部門別の従業員数を記載しています。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）会社の経営の基本方針

株式会社武井工業所は、昭和14年の創業以来一貫してプレキャストコンクリート製品（土木建設業者が使用す

る河川工事及び道路関連製品等）を製造・販売するメーカーとして、社会インフラの整備に寄与してまいりまし

た。

当社は経営理念として

・より安全で快適な社会作りに全力で貢献する。

・技術を磨き、誠実にものづくりを行う。

・全社員が相互に物心両面での幸せを追求する。

を掲げ、ものづくりを通じて、経済活動の発展や市民生活の利便性を追求し、これからも、より安全で快適な

社会作りに全力で貢献してまいります。

 

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

当社を取り巻く経営環境は、政府主導による「防災・減災・国土強靭化のための５か年加速化対策」を背景に

公共投資が底堅く推移する中、従来の「事後復旧」から「事前防災」への構造的転換が進んでおり、インフラ構

造物の長寿命化および施工の効率化を同時に実現できる高品質なプレキャストコンクリート製品の重要性は、よ

り一層高まっています。また、民間設備投資においても、企業収益の改善を背景として、物流体制や生産拠点の

再編を目的とした投資が継続しており、建設業界における深刻な人手不足への対応策として、省人化・施工効率

化に資するプレキャストコンクリート製品への需要は拡大傾向にあります

このような経営環境のなか、当社は安定した事業基盤の確立と社会的課題への対応が持続的成長な成長に不可

欠であると認識し、「技術革新を原動力に、持続的成長と進化を実現する企業」を目指し、以下の課題に積極的

に取り組んでまいります。

①脱炭素に向けた取り組みの拡大

　令和６年10月からエシカルコンクリート”TUTUMU”を使用した、環境配慮型コンクリート製品の製造を開始

しました。

　”TUTUMU”は、従来のコンクリートに比べ主要原材料の一部を高炉スラグ微粉末に置き換えることで、材料

に由来する二酸化炭素排出量の大幅な削減が可能となりました。

　令和７年12月現在では、製造する製品の約90％が”TUTUMU”を使用した配合で行われています。それによ

り、製造開始からの二酸化炭素排出量を約2,300t削減することができました。

②情報通信技術(ICT)を活用した新たな価値の創造

　情報通信技術などを活用して、製品の在庫情報や出荷状況などをお客様の要望に合わせ即座に提供できるサ

ービス”Tateyakusya”の開発を進めています。

　時間や場所に制限されることなく、注文した製品の「今」を知ることができる画期的なサービスとして、現

在一部のお客様にご協力をいただき、本格的なリリースに向けた準備を進めています。

　今後もお客様のニーズを的確にとらえたシステムの開発を進め、お客様の利便性向上に向け、新たな情報の

価値を提供してまいります。

③新技術を取り入れた製品開発による新たな市場の獲得

　当社では、3D技術を活用した製品モデルの試作を行い、新製品開発や既存製品の改良を行っています。

　当該技術を用いることにより、複雑な構造や細部の形状も視覚的に把握することが可能となり、製品製作に

おける問題点の早期発見や既存製品の改良による利便性の確認など具体的なイメージを持ち、精度の高い製品

開発を進めています。

　今後も、先進技術を積極的に取り入れ、省人化や効率化につながる付加価値の高い製品開発を進めるととも

に、現状に満足することなく既存製品の改良を進め利便性の向上を図ることで、新たな市場の獲得に取り組ん

でまいります。

 

２【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たに生じた事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについても重要な変更はありません。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)経営成績等の状況の概要

当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の

状況は次のとおりであります。

　①財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用環境や個人消費に持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな

回復基調が継続しました。一方で、原材料費やエネルギー価格の上昇が長期化するとともに、為替市場にお

いて円安が進行したことから、企業活動を取り巻くコスト環境は依然として不透明感が残る状況となりまし

た。これらの影響により、製造業・建設業を中心に、原価上昇への対応や収益性の確保が引き続き経営上の

重要な課題となっています。

　当社の属する建設業界では、資材価格や燃料価格の高止まりに加え、技能労働者の高齢化や入職者の減少

を背景とした慢性的な人手不足が進行しており、労務費の上昇や安定的な工事期間確保の難しさといった構

造的な課題がより一層顕在化しています。また、時間外労働の抑制をはじめとする働き方改革への対応や、

施工品質および安全管理の高度化への対応も求められており、事業運営を取り巻く環境は更に要求を高めな

がら変化し続けています。

　このような状況のなか、当社では良好な受注環境を確実な成果へ結びつけるべく、製品競争力の強化を

最優先に取組んできました。さらに、最先端の製造設備の導入による生産体制の一層の強化を進めるととも

に、市場の要請が強い環境配慮型製品の供給体制を確立するなど、将来の成長に向けた先行投資を実行して

まいりました。

　今後も、業務の利便性を高めるためのデジタル活用を通じて、お客様がより使いやすいデジタルツールを

実現するとともに、付加価値の高い新製品・新技術の開発を継続し、さらなる市場創出に向けた取組みを推

進してまいります。

 

　　ａ．財政状態

　　　　当中間会計期間末の資産合計は前事業年度末に比べ３億67百万円増加し60億41百万円となりました。

　　　　当中間会計期間末の負債合計は前事業年度末に比べ２億75百万円増加し32億60百万円となりました。

　　　　当中間会計期間末の純資産合計は前事業年度末に比べ92百万円増加し27億81百万円となりました。

　　ｂ．経営成績

売上高は32億54百万円（前年同期比16.0％増）となりました。利益面では営業利益１億71百万円（前年同期

比7.9％減）、経常利益１億87百万円（前年同期比2.9％減）、中間純利益は１億円（前年同期比15.5％減）と

なりました。

 

　②キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動によるキャッシュ・フローの

減少26百万円、投資活動によるキャッシュ・フローの減少91百万円、財務活動によるキャッシュ・フローの増加13

百万円により、当中間会計期間末の資金は３億92百万円となりました。

 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは26百万円の減少（前年同期は１億25百万円の増加）となりました。主とし

て税引前中間純利益１億70百万円、減価償却費68百万円、有形固定資産除却損18百万円、棚卸資産の減少39百万

円、仕入債務の増加額１億64百万円、売上債権の増加額４億92百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは91百万円の減少（前年同期は１億22百万円の減少）となりました。主とし

て定期預金の払戻による収入91百万円、有形固定資産の取得による支出68百万円、定期預金の預入による支出１億

10百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは13百万円の増加（前年同期は０百万円の増加）となりました。主として短

期借入金の純増額64百万円、長期借入金の返済による支出21百万円、リース債務の返済による支出20百万円による

ものであります。
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③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

品目
当中間会計期間

（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

前年同期比（％）

道路用製品（ｔ） 9,423 90.2

水路用製品（ｔ） 23,941 87.6

擁壁・土止め用製品（ｔ） 8,400 81.3

法面保護用製品（ｔ） 421 111.2

その他（ｔ） 991 123.1

合計（ｔ） 43,176 87.6

　（注）生産実績は、生産トン数（ｔ）によっています。

ｂ．商品仕入実績

品目
当中間会計期間

（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

前年同期比（％）

プレキャストコンクリート製品（千円） 1,197,784 140.8

その他（千円） 34,327 91.1

合計（千円） 1,232,112 138.7

　（注）金額は、仕入価格で表示しています。

 

ｃ．受注実績

　プレキャストコンクリート製品については、一部受注生産を行っているものの、大部分は過去の実績並びに将来

の予測による見込生産でありますので、記載を省略しています。

ｄ．販売実績

品目
当中間会計期間

（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

前年同期比（％）

製品   

道路用製品（千円） 316,656 102.7

水路用製品（千円） 1,042,020 104.4

擁壁・土止め用製品（千円） 395,495 99.9

法面保護用製品（千円） 15,917 100.7

その他（千円） 120,433 146.6

小計（千円） 1,890,524 105.0

商品   

プレキャストコンクリート製品（千円） 1,144,729 149.3

その他（千円） 219,357 92.3

小計（千円） 1,364,087 135.8

合計（千円） 3,254,612 116.0

　（注）総販売実績に対して、10％以上に該当する販売先はありません。
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(２)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　　経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　なお、文中の将来に関する事項は、当中間会計期間末において判断したものであります。

　①重要な会計方針及び見積り

　当社の財政状態は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されています。個々の重

要な会計方針及び見積りについては「第５　経理の状況　１.中間財務諸表等　(１)中間財務諸表　注記事項　(重

要な会計方針)」に記載のとおりであります。

 

　②当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ.経営成績等

１）財政状態

　　前事業年度末と比較して変動した主要な項目は、下記のとおりであります。

（流動資産）

　当中間会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末と比べて14.6％増加し32億円69百万円となりまし

た。主として「売掛金」の増加３億27百万円によるものであります。

（固定資産）

　当中間会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末と比べて1.7％減少し27億72百万円となりました。

主として有形固定資産の取得による増加69百万円、減価償却費計上による減少68百万円、長期性預金の減少57百万

円によるものであります。

（流動負債）

　当中間会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末と比べて13.5％増加し25億９百万円となりました。

主として「電子記録債務」の増加69百万円、「買掛金」の増加94百万円、「短期借入金」の増加64百万円、「未払

金」の増加20百万円によるものであります。

（固定負債）

　当中間会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末と比べて3.1％減少し、７億51百万円となりまし

た。主として「長期借入金」の減少14百万円によるものであります。

（純資産）

　当中間会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末と比べて3.4％増加し27億81百万円となりました。主

として「利益剰余金」の増加90百万円によるものであります。

　この結果、自己資本比率は前事業年度末の47.38％から46.03％となり、当中間会計期間末発行済株式総数（期末

自己株式控除後）に基づく１株当たり純資産額は、前事業年度末の760円44銭から786円65銭となりました。

 

２）経営成績

経営成績の分析については、第２　事業の状況　３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成績の状況　ｂ.経営成績　に記載していま

す。

 

３）キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、第２　事業の状況　３経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況　に記載していま

す。

 

ｂ.資本の財源及び資金の流動性

（資金需要）

当社の資金需要は営業活動については、生産活動のための原材料、諸経費、受注・販売活動のための販売費が

主な内容となっています。投資活動については、今後の成長・生産性向上を目的とした生産設備等、固定資産の

取得が主な内容となっています。今後の固定資産の取得及び資本的支出の予定につきましては、過去３ヵ年の支

出額を基に算出した平均支出額１億31百万円を考慮し、保守的に通年１億50百万円程度を予定しており、市場の

変化に迅速・柔軟に対応できる体制づくりのため、必要な設備投資、維持管理を継続して行ってまいります。

（財務政策）

当社は現在、運転資金、投資資金については原則、営業キャッシュ・フローで獲得した内部資金の活用を基本

としています。事業計画に基づく資金需要に対し内部資金が不足する兆候が見られた場合は、金利動向等調達環

境を踏まえ、調達手段を適宜判断して実施していくこととしています。

 

(注)上記(1)(2)の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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４【重要な契約等】

当社は平成31年１月18日開催の取締役会において、株式会社上田商会（北海道登別市）、トヨタ工機株式会社

（東京都府中市）とプレキャストコンクリート製品製造技術及びコンクリート技術の海外（インド国）への供

与、コンサルタントを目的とした合弁会社を設立することを決議し、合弁契約を締結いたしました。なお、令和

元年７月８日には小倉セメント製品工業株式会社（福岡県北九州市）がこの合弁会社に参加しています。

関連会社の概要

①名称 株式会社日本アクシスインベストメント

②本社所在地 茨城県石岡市若松一丁目3番26号

③代表者

代表取締役　武井　厚

同　　　　　上田　朗大

同　　　　　上田　泰博

④事業内容
プレキャストコンクリート製品製造技術及びコンクリート技術の

海外（インド国）への供与、コンサルタント

⑤資本金 14,800千円

⑥設立年月日 平成31年２月21日

⑦出資比率

株式会社武井工業所　　　　　　　32.4％

株式会社上田商会　　　　　　　　32.4％

小倉セメント製品工業株式会社　　32.4％

トヨタ工機株式会社　　　　　　　 2.7％

 

（関連会社に対する債務保証に関わる契約）

（１）契約会社名　　　　当社

（２）相手先　　　　　　株式会社常陽銀行

（３）債務保証の内容　　株式会社日本アクシスインベストメントの資金の借入に対する連帯保証

（４）債務保証金額　　　200,000千円

（５）契約期間　　　　　令和11年10月10日まで

 

５【研究開発活動】

　当社における研究開発活動は、「安全で快適な社会づくり」をモットーとし、顧客満足の向上を目的とした商品

開発を進めています。活動内容としては市場調査、顧客ニーズの発掘及び他方面との技術に関する情報交換を行い

ながら、革新的な既存製品の改良・改造及び顧客が求める新製品を市場に供給すべく研究活動を積極的に推し進め

てまいりました。

　また、主要な課題である市場の人手不足を補うため、施工の効率化を図れる新製品の開発を進めると共に、CO₂

排出量削減を目的とした環境配慮型プレキャストコンクリートの製品化や、既存製品の先進的な品質の向上を目指

し研究、開発に注力してまいりました。

　今後もプレキャストコンクリート製品をコアとしながら、より一層他部門への技術支援活動を通して研究開発の

連携を図り、一丸となって情報収集に努め、多様化する時代のニーズに応えるべく付加価値の高い製品作りを課題

として研究開発に取り組んでまいります。

 

　当中間会計期間における研究開発費の総額は1,331千円であります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当社小川工場(茨城県小美玉市)で使用していた設備資産の第一ライン及び建屋について、経年劣化が進行し、今

後の安定的な稼働および維持管理が困難であると判断いたしました。このため、個別の補修や部分的な更新による

対応は合理的でないと判断し、当該設備の解体および除却を実施いたしました。

　なお、当該設備の除却に伴い、有形固定資産除却損18百万円を特別損失として計上しておりますが、当該除却が

今後の生産体制に与える影響は軽微であります。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

(令和７年12月31日)
提出日現在発行数（株）
(令和８年３月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,542,000 3,542,000 非上場・非登録
単元株式数

1,000株

計 3,542,000 3,542,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

         該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

         該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

令和７年７月１日～

令和７年12月31日
－ 3,542,000 － 100,000 － 811,955
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（５）【大株主の状況】

  令和７年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

武井　勇 茨城県石岡市 316 8.95

武井　純子 茨城県石岡市 283 8.03

武井　厚 茨城県石岡市 265 7.50

武井　昭 茨城県石岡市 250 7.09

株式会社常陽キャピタルパー

トナーズ
茨城県水戸市南町二丁目５番５号 244 6.90

太平洋セメント株式会社 東京都文京区小石川一丁目１番地１号 242 6.85

武井　恒 茨城県石岡市 184 5.20

武井　洋 茨城県石岡市 183 5.18

武井工業所従業員持株会 茨城県石岡市若松一丁目３番２６号 178 5.04

アップセット合同会社
広島県広島市中区東平塚町７丁目１６番７

０１
108 3.05

計 － 2,255 63.79
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和７年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,530,000 3,530 －

単元未満株式 普通株式 6,000 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 3,542,000 － －

総株主の議決権 － 3,530 －

　（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれて

います。

②【自己株式等】

令和７年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社武井工業所
茨城県石岡市若松

一丁目３番26号
6,000 － 6,000 0.17

計 － 6,000 － 6,000 0.17

 

 

２【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社武井工業所(E01215)

半期報告書

12/37



第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第

１編及び第４編の規定により第２種中間財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（令和７年７月１日から令和７年12

月31日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人ひばりによる中間監査を受けています。

 

　３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和７年６月30日)
当中間会計期間
(令和７年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 497,112 468,773

受取手形 103,623 ※６ 67,245

電子記録債権 238,238 ※６ 420,198

売掛金 818,253 1,159,642

棚卸資産 967,440 923,134

その他 228,081 233,540

流動資産合計 2,852,749 3,272,534

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 169,465 ※１,※２ 165,239

構築物（純額） ※１ 85,354 ※１ 85,516

機械及び装置（純額） ※１,※２ 69,753 ※１,※２ 96,973

土地 ※２ 1,481,171 ※２ 1,481,171

その他（純額） ※１ 173,257 ※１ 161,124

有形固定資産合計 1,979,003 1,990,025

無形固定資産 22,310 12,635

投資その他の資産   

投資有価証券 35,791 36,061

その他 783,804 730,387

投資その他の資産合計 819,595 766,448

固定資産合計 2,820,909 2,769,109

資産合計 5,673,658 6,041,643
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和７年６月30日)
当中間会計期間
(令和７年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 - 334

電子記録債務 693,765 763,210

買掛金 311,622 406,408

短期借入金 ※２ 766,500 ※２ 831,400

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 38,966 ※２ 32,596

リース債務 40,346 40,442

未払金 218,891 243,762

未払法人税等 56,163 69,900

賞与引当金 34,200 34,200

その他 ※７ 49,507 ※７ 87,304

流動負債合計 2,209,961 2,509,558

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 ※２ 42,651 ※２ 28,013

リース債務 97,512 84,153

退職給付引当金 352,020 353,028

役員退職慰労引当金 173,826 176,522

資産除去債務 9,336 9,357

固定負債合計 775,345 751,075

負債合計 2,985,307 3,260,633

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金   

資本準備金 811,955 811,955

資本剰余金合計 811,955 811,955

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 14,140 14,140

特別償却準備金 17,091 17,091

繰越利益剰余金 1,740,693 1,830,728

利益剰余金合計 1,771,925 1,861,960

自己株式 △1,274 △1,278

株主資本合計 2,682,606 2,772,638

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,744 8,372

評価・換算差額等合計 5,744 8,372

純資産合計 2,688,351 2,781,010

負債純資産合計 5,673,658 6,041,643
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②【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和６年７月１日
　至　令和６年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和７年７月１日
　至　令和７年12月31日)

売上高 2,804,964 3,254,613

売上原価 2,009,334 2,442,888

売上総利益 795,629 811,724

販売費及び一般管理費 609,328 640,174

営業利益 186,301 171,550

営業外収益 ※１ 12,269 ※１ 22,488

営業外費用 ※２ 4,839 ※２ 6,091

経常利益 193,732 187,947

特別利益 ※３ 54 ※３ 1,550

特別損失 － ※４ 18,717

税引前中間純利益 193,786 170,780

法人税、住民税及び事業税 ※５ 74,622 ※５ 70,139

法人税等合計 74,622 70,139

中間純利益 119,164 100,640
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金

 
固定資産圧縮
積立金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 811,955 811,955 9,888 21,099 1,523,128

当中間期変動額       

剰余金の配当      △10,605

中間純利益      119,164

株主資本以外の項目の当中間期変動
額（純額）

      

当中間期変動額合計 - - - - - 108,558

当中間期末残高 100,000 811,955 811,955 9,888 21,099 1,631,687

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 利益剰余金
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

 
利益剰余金
合計

当期首残高 1,554,116 △1,274 2,464,797 6,822 6,822 2,471,619

当中間期変動額       

剰余金の配当 △10,605  △10,605   △10,605

中間純利益 119,164  119,164   119,164

株主資本以外の項目の当中間期変動
額（純額）

   △1,109 △1,109 △1,109

当中間期変動額合計 108,558 - 108,558 △1,109 △1,109 107,449

当中間期末残高 1,662,675 △1,274 2,573,356 5,713 5,713 2,579,069
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当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金

 
固定資産圧縮
積立金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 811,955 811,955 14,140 17,091 1,740,693

当中間期変動額       

剰余金の配当      △10,605

自己株式の取得       

中間純利益      100,640

株主資本以外の項目の当中間期変動
額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － － － － 90,034

当中間期末残高 100,000 811,955 811,955 14,140 17,091 1,830,728

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 利益剰余金
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

 
利益剰余金
合計

当期首残高 1,771,925 △1,274 2,682,606 5,744 5,744 2,688,351

当中間期変動額       

剰余金の配当 △10,605  △10,605   △10,605

自己株式の取得  △3 △3   △3

中間純利益 100,640  100,640   100,640

株主資本以外の項目の当中間期変動
額（純額）

   2,627 2,627 2,627

当中間期変動額合計 90,034 △3 90,031 2,627 2,627 92,659

当中間期末残高 1,861,960 △1,278 2,772,638 8,372 8,372 2,781,010
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和６年７月１日
　至　令和６年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和７年７月１日
　至　令和７年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 193,786 170,780

減価償却費 64,815 68,519

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,995 1,007

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,696 2,696

受取利息及び受取配当金 △3,160 △3,651

支払利息 3,666 5,040

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,550

有形固定資産除売却損益（△は益） △54 18,717

売上債権の増減額（△は増加） △380,123 △492,413

割引手形の増減額（△は減少） 81,785 5,442

棚卸資産の増減額（△は増加） △68,763 39,158

仕入債務の増減額（△は減少） 207,514 164,565

その他 56,121 53,107

小計 168,279 31,420

利息及び配当金の受取額 1,878 2,128

利息の支払額 △4,097 △3,464

法人税等の支払額 △40,800 △56,402

営業活動によるキャッシュ・フロー 125,260 △26,318

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 － 7,081

投資有価証券の取得による支出 △2,019 △1,752

有形固定資産の売却による収入 54 －

有形固定資産の取得による支出 △69,631 △68,799

無形固定資産の取得による支出 △558 －

定期預金の払戻による収入 70,800 91,800

定期預金の預入による支出 △110,160 △110,171

保険積立金の積立による支出 △11,499 △10,675

保険積立金の解約による収入 - 1,130

その他 451 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △122,562 △91,397

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 72,800 64,900

長期借入金の返済による支出 △34,578 △21,008

リース債務の返済による支出 △17,408 △20,443

自己株式の取得による支出 － △3

社債の償還による支出 △10,000 －

配当金の支払額 △10,573 △10,427

財務活動によるキャッシュ・フロー 239 13,017

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,937 △104,698

現金及び現金同等物の期首残高 275,837 497,112

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 278,775 ※ 392,413
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しています。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

を採用しています。

市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しています。

（２）棚卸資産

商品・製品・原材料

移動平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しています。

貯蔵品

主として、先入先出法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しています。

未成工事支出金

個別法による原価法を採用しています。

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　２～38年

構築物　　　　　　　　　　２～40年

機械及び装置　　　　　　　２～15年

（２）無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいています。

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

 

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

（２）賞与引当金

従業員への賞与支出に充てるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しています。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を基とした簡便法を適用しています。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当中間会計期

間末までに発生していると認められる額を計上しています。
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４．収益及び費用の計上基準

　　　国内の顧客に商品及び製品を販売する取引は、出荷から顧客の検収までの期間が短期間であるため、工場

　　からの出荷時点において収益を認識しています。

 

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。
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（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

　 5,212,426千円 5,180,876千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

　建物 51,840千円 （20,390千円） 49,997千円 （19,655千円）

　機械及び装置 0千円 （0千円） 0千円 （0千円）

　土地 1,398,223千円 （1,369,076千円） 1,398,223千円 （1,369,075千円）

計 1,450,063千円 （1,389,466千円） 1,448,220千円 （1,388,731千円）

 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

　短期借入金 766,500千円 （441,500千円） 831,400千円 （506,400千円）

　長期借入金（１年内返済予定の長期

　借入金を含む）
26,560千円 （－千円） 16,600千円 （－千円）

計 793,060千円 （441,500千円） 848,000千円 （506,400千円）

 

　上記のうち、（）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しています。

 

　３　保証債務

関係会社の金融機関からの借入金に対し次のとおり債務保証を行っています。

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

株式会社日本アクシスインベストメント 225,000千円 200,000千円

計 225,000千円 200,000千円

 

 

　４　受取手形裏書譲渡高及び受取手形割引高

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 18,490千円 5,803千円

受取手形割引高 －千円 －千円
 

計 18,490千円 5,803千円

 

　５　電子記録債権譲渡高

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

電子記録債権裏書譲渡高 105,394千円 117,758千円

電子記録債権割引高 102,377千円 107,820千円

計 207,771千円 225,578千円
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※６　中間会計期間末日満期手形

　中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしています。な

お、当中間会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が中間会計

期間末残高に含まれています。

 
前事業年度

（令和７年６月30日）
当中間会計期間

（令和７年12月31日）

　受取手形 －千円 11,591千円

　電子記録債権 －千円 70,577千円

計 －千円 82,168千円

 

※７　消費税等の取扱い

　当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金銭的重要性が乏しいた

め流動負債の「その他」に含めて表示しています。

 

 

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　受取利息 1,716千円 2,062千円

　保険解約返戻金 －千円 898千円

　スクラップ売却益 1,655千円 12,228千円

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　支払利息 3,666千円 5,040千円

 

 

※３　特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　固定資産売却益 54千円 －千円

　投資有価証券売却益 －千円 1,550千円

 

※４　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　固定資産除却損 －千円 18,718千円

 

※５　当中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法

人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。

 

　６　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　有形固定資産

　無形固定資産

51,325千円

13,490千円

58,844千円

9,675千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 3,542,000 － － 3,542,000

合計 3,542,000 － － 3,542,000

自己株式     

普通株式 6,756 － － 6,756

合計 6,756 － － 6,756

 

 

 

２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３.配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

令和６年９月26日

定時株主総会
普通株式 10,605 3.00 令和６年６月30日 令和６年９月27日

 

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 3,542,000 － － 3,542,000

合計 3,542,000 － － 3,542,000

自己株式     

普通株式 6,756 31 － 6,787

合計 6,756 31 － 6,787

(注)自己株式の株式数の増加は、会社法第155条第７号による単元未満株式の取得によるものであります。

 

 

２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３.配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

令和７年９月24日

定時株主総会
普通株式 10,605 3.00 令和７年６月30日 令和７年９月25日

 

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　現金及び預金勘定 278,775千円 468,773千円

　預入期間が３ヵ月を超える定期預金 － △76,360千円

　現金及び現金同等物 278,775千円 392,413千円

 

（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（１）　リース資産の内容

　①　有形固定資産

　主として、車両運搬具並びに機械及び装置であります。

　②　無形固定資産

　ソフトウエアであります。

（２）　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

前事業年度（令和７年６月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（１）投資有価証券    

　　　その他有価証券 35,791 35,791 －

（２）長期性預金 275,541 275,541 －

　資産計 311,332 311,332 －

（１）社債（１年内償還予定

の社債を含む）
100,000 100,000 －

（２）長期借入金（１年内返

済予定の長期借入金を含む）
81,617 81,624 △7

　負債計 181,617 181,624 △7

 

当中間会計期間（令和７年12月31日）

 
中間貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（１）投資有価証券    

　　　その他有価証券 36,061 36,061 －

（２）長期性預金 217,552 217,552 －

　資産計 253,614 253,614 －

（１）社債 100,000 100,000 －

（２）長期借入金（１年内返

済予定の長期借入金を含む）
60,609 60,609 －

　負債計 160,609 160,609 －

（注１）「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債

　　　務」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未払金」については、現金及び短期間で決済されるため時

　　　価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。

 

（注２）市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の中間

　　　貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　区分 前事業年度（千円） 当中間会計期間（千円）

　非上場株式 4,800 4,800

 

（注３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

　　　価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

　　　件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しています。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

　ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。
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（１）時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品

　前事業年度（令和７年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 35,791 － － 35,791

資産計 35,791 － － 35,791

 

　当中間会計期間（令和７年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 36,061 － － 36,061

資産計 36,061 － － 36,061

 

（２）時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

　前事業年度（令和７年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期性預金 － 275,541 － 275,541

資産計 － 275,541 － 275,541

社債（１年内償還予定の社

債を含む）
－ 100,000 － 100,000

長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
－ 81,624 － 81,624

負債計 － 181,624 － 181,624

 

　当中間会計期間（令和７年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期性預金 － 217,552  217,552

資産計 － 217,552  217,552

社債（１年内償還予定の社

債を含む）
－ 100,000  100,000

長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
－ 60,609  60,609

負債計 － 160,609  160,609

 

EDINET提出書類

株式会社武井工業所(E01215)

半期報告書

27/37



（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

　　　有価証券及び投資有価証券

　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

　　　の時価をレベル１の時価に分類しています。

 

　　　長期性預金

　　　　長期性預金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額を時価としており、レベル２の時

　　　価に分類しています。

 

　　　社債

　　　　社債の元利金の合計額を、同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

　　　より算定しています。活発な市場における価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に

　　　分類しています。

 

　　　長期借入金

　　　　長期借入金の時価について、固定金利の借入金は元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合

　　　に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、活発な市場における相場価格とは認め

　　　られないため、その時価をレベル２の時価に分類しています。変動金利の借入金は一定期間ごとに金

　　　利が更改される条件となっており、また当社の信用状態は借入実行後大きく異なっていないことか

　　　ら、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価とし、その時価をレベル

　　　２の時価に分類しています。
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（有価証券関係）

１．関連会社株式

　　　関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、関連会社株式の時価を記載しておりません。

　　　なお、市場価格のない株式等の関連会社株式の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）は次のとお

　　りです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
前事業年度

令和７年６月30日

当中間会計期間

令和７年12月31日

関連会社株式 4,800 4,800

計 4,800 4,800

 

２．その他有価証券

前事業年度（令和７年６月30日）

（単位：千円）

 種類
貸借対照表
計上額

取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
　株式 35,791 26,940 8,851

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
　株式 － － －

合計 35,791 26,940 8,851

 

当中間会計期間（令和７年12月31日）

（単位：千円）

 種類
中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
　株式 36,061 23,161 12,899

中間貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
　株式 － － －

合計 36,061 23,161 12,899

 

 

３．減損処理を行った有価証券

前事業年度（自　令和６年７月１日　至　令和７年６月30日）

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

該当事項はありません。
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（持分法損益等）

 

 
前事業年度

（自　令和６年７月１日
　　至　令和７年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　関連会社に対する投資の金額 4,800千円 4,800千円

　持分法を適用した場合の投資の金額 －千円 －千円

 

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
　　至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
　　至　令和７年12月31日）

　持分法を適用した場合の投資利益の金額 －千円 －千円

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務は存在するものの、資産除去債務の総額に重要性が乏しいため記載を省略しています。

 

（収益認識関係）

　　当社の事業は単一セグメントであり、本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の全てでありま

　す。

　　主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
 
 前中間会計期間 当中間会計期間

 自　令和６年７月１日 自　令和７年７月１日

 至　令和６年12月31日 至　令和７年12月31日

製品売上高 1,800,226 1,890,524

商品売上高 1,004,738 1,364,088

顧客との契約から生じる収益 2,804,964 3,254,613

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 2,804,964 3,254,613
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

当社は、プレキャストコンクリート製品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略

しています。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

当社は、プレキャストコンクリート製品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略

しています。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年７月１日　至　令和６年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年７月１日　至　令和７年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

 前事業年度

（令和７年６月30日）

当中間会計期間

（令和７年12月31日）

１株当たり純資産額 760円44銭 786円65銭

　（算定上の基礎）   

　　純資産の部の合計額（千円） 2,688,351 2,781,010

　　純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

　　普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額（千円） 2,688,351 2,781,010

　　１株当たり純資産の算定に用いられた中間期末

　　（期末）の普通株式の数（株）
3,535,244 3,535,213

 

 

 
前中間会計期間

（自　令和６年７月１日
至　令和６年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年７月１日
至　令和７年12月31日）

１株当たり中間純利益 33.70円 28.46円

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 119,164 100,640

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 119,164 100,640

普通株式の期中平均株式数（株） 3,535,244 3,535,228

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりま

　　　　せん。

 

（２）【その他】

　　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

　　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第70期) (自　令和６年７月１日　至　令和７年６月30日) 令和７年９月25日関東財務局長に提出。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社武井工業所(E01215)

半期報告書

34/37



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 令和８年３月13日

株式会社　武井工業所  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人ひばり  

 　茨城県水戸市  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 横山　哲郎

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 加藤　渓

 

中間監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社武井工業所の令和７年７月１日から令和８年６月30日までの第71期事業年度の中間会計期間（令和７年７月
１日から令和７年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変
動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、株式会社武井工業所の令和７年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和７年７月１
日から令和７年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め
る。
 
中間監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の
基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
 
中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者
の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中
間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省
略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手
続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連
する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎
となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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